
（令和３年度第１回　検討・監視委員会）

資料２－２

宮沢根白石線 （南鍛冶町・舟丁工区） 街路事業



（様式－１―3）

令和３年度　再評価対象事業リスト（街路事業）

事業着手　 Ｈ23迄

　　　年度 H14 事業費（Ｄ） 82.7億円
用地買収 Ｈ23迄

　着手年度 H14 用地費（Ｅ） 69.3億円
工事着手 Ｈ23迄

　　　年度 H16 工事費（Ｆ） 13.4億円

H29
全体事業費 全体進捗率

（Ａ） 113.5億円 （Ｄ／Ａ） 72.9%
全体用地費 用買進捗率

（Ｂ） 81.5億円 (Ｅ／Ｂ） 85.0%
全体工事費 工事進捗率

（Ｃ） 32.0億円 (Ｆ／Ｃ） 41.9%
全体計画 供用延長・ 0.0m

延長790.26m 整備率等 0.0%
幅員30～42m

事業着手　 Ｈ28迄

　　　年度 H14 事業費（Ｄ） 100.6億円
用地買収 Ｈ28迄

　着手年度 H14 用地費（Ｅ） 76.8億円
工事着手 Ｈ28迄

　　　年度 H16 工事費（Ｆ） 23.8億円
完了予定

　　年度 H32（R2）
全体事業費 全体進捗率

（Ａ） 147.9億円 （Ｄ／Ａ） 68.0%
全体用地費 用買進捗率

（Ｂ） 105.2億円 (Ｅ／Ｂ） 73.0%
全体工事費 工事進捗率

（Ｃ） 42.7億円 (Ｆ／Ｃ） 55.7%
全体計画 供用延長・ 0.0m

延長1,105.26m 整備率等 0.0%
幅員30～42m

事業着手　 R3迄

　　　年度 H14 事業費（Ｄ） 172.8億円
用地買収 R3迄

　着手年度 H14 用地費（Ｅ） 113.4億円
工事着手 R3迄

　　　年度 H16 工事費（Ｆ） 59.3億円
完了予定

　　年度 R4
全体事業費 全体進捗率

（Ａ） 173.5億円 （Ｄ／Ａ） 99.6%
全体用地費 用買進捗率

（Ｂ） 113.5億円 (Ｅ／Ｂ） 99.9%
全体工事費 工事進捗率

（Ｃ） 60.0億円 (Ｆ／Ｃ） 98.8%
全体計画 供用延長・ 0.0m

延長1,571.12m 整備率等 0.0%
幅員30～42m

事業継続 費用対効
果の算定を
国土交通
省策定のマ
ニュアルに
基づき算出

費用対効
果の算定を
国土交通
省策定のマ
ニュアルに
基づき算出

完了予定年度

全　体（変更後） H28年度
　本事業は，平成28年に見直しされた「仙台市
道路事業方針」において，交流・物流を支援
し，地域経済の成長に資する幹線道路網の一
つとして位置づけられている。平成14年度より
用地買収に着手し整備を進めており，用地買
収も残り3件となり，地域住民からも早期の整備
を求められている。

【南鍛治町工区】
　用地買収については，残り3件となり，今年度
中に契約できる見込みである。

　工事については，用地取得完了後，残る区
間の橋梁工事並びに道路改良工事を行い，平
成32年度の完成を目標に整備を行っていく。

【舟丁工区】
　平成27年度に事業認可を受け，来年度より
用地買収に着手する。
　南鍛冶町工区と同時に供用できようるよう，平
成32年度の完成を目標に整備を行っていく。

●事業全体

　Ｂ／Ｃ＝2.10
　Ｂ＝383.7億円

　Ｃ＝182.7億円

●一年遅れた場合

　Ｂ／Ｃ＝2.01
　Ｂ＝366.4億円

　Ｃ＝182.6億円
●現時点まで
　Ｂ／Ｃ＝0
　Ｂ＝0億円

　Ｃ＝138.4億円

●来年度から完了まで

　Ｂ／Ｃ＝8.65
　Ｂ＝383.7億円

　Ｃ＝44.3億円

事業継続 費用対効
果の算定を
国土交通
省策定のマ
ニュアルに
基づき算出

事業継続

　本路線は，若林区舟丁を起点とし一部
富谷市を通過し泉区根白石字笹山に至る
総延長約21.6kmの本市の南北を結ぶ骨
格幹線道路である。
　本工区(若林区舟丁～連坊三丁目)の整
備を行い，旧国道４号と接続することによ
り，市内南東部から仙台駅東口方面への
アクセス向上が図られ，東部地区の都市
機能が一層高まるとともに，都心部の交通
円滑化が見込まれる。
　また、本工区は隣接する宮沢橋工区と合
わせ，公共交通を中心とした交通体系や
災害時も含めた，人流・物流などの都市活
動を支える道路ネットワークの一環として，
整備を進められている。

　本事業は，平成14年度より用地買収に着手し

整備を進めている。用地買収も約9割完了し，
地域住民からも早期の整備を求められている。

　用地買収については，現在までに約9割の取

得が完了しており，平成26年度完了を目標に
用地買収を進めている。
　工事については，平成21年度から本格的に
着手し，現在は橋梁区間の工事を行っている。
平成24年度からは，橋梁区間以外の道路工事

も並行して行い，平成29年度の完成を目標に
整備を行っていく。

●事業全体
　Ｂ／Ｃ＝2.02
　Ｂ＝289.3億円

  Ｃ＝142.9億円
●一年遅れた場合
　Ｂ／Ｃ＝1.95
　Ｂ＝276.3億円

  Ｃ＝142.0億円
●現時点まで
　Ｂ／Ｃ＝0
　Ｂ＝0億円

　Ｃ＝97.0億円

●来年度から完了まで

　Ｂ／Ｃ＝6.31
　Ｂ＝289.3億円

　Ｃ＝45.9億円

全　体（変更後） R3年度
　本事業は，令和2年3月に路線の一部区間が
無電柱化の指定路線となり，電線共同溝を整
備することとなった。また本事業の完成供用開
始に伴う影響範囲として，終点側から約466ｍ
の区間についても付加車線等の整備を行うた
め，事業区間の延伸を行った。
　これまでも地域住民から早期の整備を求めら
れていたが，最近は工事の完成時期・供用開
始時期関係の問い合わせが増えてきている。

【南鍛冶町工区】
　用地買収については全て完了している。
　工事については令和4年度中の完成・供用開
始に向けて，関連工事も含め事業箇所全域で
工事中である。

【舟丁工区】
　用地買収については未買収が1件であるが，
補償物件等は無く今年度中に契約し完了予定
である。
　工事については，南鍛冶町工区同様に令和
４年度中の完成・供用開始に向けて，事業個
所全域で工事中である。

●事業全体

　Ｂ／Ｃ＝2.09
　Ｂ＝519.8億円

　Ｃ＝248.7億円

●一年遅れた場合

　Ｂ／Ｃ＝2.01
　Ｂ＝499.8億円

　Ｃ＝248.7億円
●現時点まで
　Ｂ／Ｃ＝0
　Ｂ＝0億円

　Ｃ＝247.2億円

●来年度から完了まで

　Ｂ／Ｃ＝349.3
　Ｂ＝519.8億円

　Ｃ＝1.5億円

対応方針
（案）

備　　考
全　　体 H23年度

事業名 宮沢根白石線（南鍛冶町・舟丁工区）街路事業

事業の目的・内容
事　業　の　進　捗　状　況

事業を巡る社会・地元情勢の変化 事業の状況及び今後の見通し
費用対効果に係る要

因の変化の有無
費用対効果（Ｂ／Ｃ）
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（様式－２）

　　　　　　　　　位　　　置　　　図　　　　 　　　　　　　　  　　　計　画　概　要　図

（各図の配置は任意）

令和３年度　街路事業概要図 事業名　宮沢根白石線(南鍛冶町・舟丁工区)街路事業

宮沢根白石線（舟丁工区）
Ｌ=315.00ｍ Ｗ=36ｍ

若林区役所

宮沢根白石線（南鍛冶町工区）
Ｌ=1,256.12（790.26）ｍ Ｗ=30～42ｍ

仙台駅 N N

起 点

終 点

起 点

終 点

南鍛冶町工区
Ｌ＝1,256.12ｍ Ｗ＝30～42ｍ

（Ｌ＝ 790.26ｍ）

舟丁工区
Ｌ＝315.00ｍ Ｗ＝36ｍ

標 準 横 断 図

西 東
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（様式－２）

　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　現　在　の　状　況

（各図の配置は任意）

令和３年度　街路事業概要図　　 事業名　宮沢根白石線(南鍛冶町・舟丁工区)街路事業

橋梁区間

N

起 点

終 点

起 点

終 点

① 中間付近から南側を望む

② 中間付近から北側を望む

舟丁工区

南鍛冶町工区

南鍛冶町工区

②

①

東西

西東

南鍛冶町工区終点

舟丁工区起点

連坊小路

小学校
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（様式－３－３）

事業の遅延理由（問題点）等 問題解決までの経過 当面の課題（問題点）等 問題への対応及び今後の見通し

そ　の　他

そ　の　他

そ　の　他

①南鍛冶町工区

Ｓ２９．１２．１０：都市計画決定

Ｈ１４． ５．１０：当初事業認可
　宮城県告示第５３２号
　Ｌ＝７９０．２６ｍ
　Ｗ＝３０～４２ｍ
　期間：Ｈ１４年度～Ｈ２３年度

Ｈ２４． ３：事業認可変更
　完了年度の見直し
　(事業年度：H14年度～H29年度)

Ｈ ３０． ３：事業認可変更
　完了年度の見直し
　(事業年度：H14年度～R4年度)

Ｒ ２．　３：電線共同溝整備路線指定

Ｒ ３．　２：事業認可変更
　事業区間の延伸
　Ｌ＝１，２５６．１２ｍ

②舟丁工区

Ｓ２９．１２．１０：都市計画決定

Ｈ２６．　６．１６：当初事業認可

宮城県告示第６７１号
　Ｌ＝１８８．０ｍ
　Ｗ＝３６．０ｍ
　期間：Ｈ２７年度～Ｒ３年度

　Ｒ４． ３：事業認可変更予定
　完了年度の見直し
　(事業年度：H２７年度～R4年度)

処　理　済       平成23年度 今　　　後　　　　平成23年度

令和3年度 令和3年度

　令和2年3月に事業区間の一部が無電

柱化の指定路線となり，電線共同溝を

整備することとなった。

　令和2年度発注の道路改築工事及び電

線共同溝工事受注業者の破産により，

精算処理や再発注の必要が生じた。

　電線共同溝工事の追加については，極
力事業期間に影響が出ないよう電力等の
事業者と工程や施工範囲の調整を行った。
　受注者破産に伴う事業スケジュールの見
直しについても，契約担当部署との調整を
図り，速やかに再発注を行う等，事業期間
への影響を最小限に留めた。

　地域住民の関心が高いことから，令和４
年度中の供用開始に向けて，残りの工事を
予定通り進める必要がある。

　複数の道路工事及び関連工事が同時期
に施工となることから，各工事間の工程調
整などを密に行うとともに，地域住民に対し
適切な情報提供を行う。
　供用開始に向けた関係機関との協議調
整を遅滞なく行う。

　工事スケジュールに合わせて用地取得を
実施し，完成に向けて円滑に事業を進めて
いく。

　震災復興事業の本格化により，人材や資
機材等が不足し，確保に時間を要したた
め，予定通りに事業を進めることができな
かった。

　仙台市内の復興事業に一定の目途がつ
き，人材や資機材等が安定してきたことに
より，計画的に事業を実施しやすくなった。

　未買収用地（約2,500㎡）の早期取得。

処　理　済     平成28年度 今　　　後　　　　平成28年度

事業名 宮沢根白石線（南鍛冶町・舟丁工区）街路事業 令和３年度　再評価対象事業の問題点等（街路事業）

　説明会の開催等により事業に対しての理
解は概ね得られてはいるものの，補償内容
等に関しては，今後も積極的に用地交渉を
行い，丁寧な説明を心がけながら平成26年
度には用地買収を完了できるよう交渉を進
める。

これまでの主な事業経過

　用地買収について，事業内容や補償内
容等の不満により，地権者との交渉が難航
し時間を要した。

　事業内容の説明や補償内容についての
交渉を重ねた結果，約9割の用地買収が完
了した。
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（様式－４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮沢根白石線（南鍛冶町・舟丁工区）街路事業整備状況
事業名　宮沢根白石線（南鍛冶町・舟丁工区）街路事業

○　事業の実績，整備状況について ○　費用対効果算定根拠及び１年遅れた場合の便益の差について

　
南鍛冶町工区
　　平成１４年度　　用地買収開始
　　平成１６年度　　東北本線北側の工事着手
　　平成１８年度　　東北本線北側の暫定供用開始
　　平成２０年度　　県道荒井荒町線以北の用地買収完了
　　平成２１年度　　橋梁工事着手（令和２年度完成）
　　平成２４年度　　道路工事着手
　　令和　２年度　　県道荒井荒町線以南の用地買収完了
　　　　　　　　　　　　電線共同溝工事着手
　　令和　４年度　　道路工事完成，供用開始予定
　
　　用地取得状況（令和３年３月まで）
　　　　　　　　　　　　計画用地買収面積　２８，７４６．７１㎡
　　　　　　　　　　　　用地買収済面積　　 ２８，７４６．７１㎡

　　　　　　　　　　　　用地未買収面積　　 　　　　　　　０㎡

　　　　　　　　　　　　用地買収進捗率　　 　　　　　１００％

舟丁工区
　　平成３０年度　　用地買収開始
　　　　　　　　　　　　道路工事着手
　　令和　２年度　　電線共同溝工事着手
　　令和　４年度　　道路工事完成，供用開始予定

　　用地取得状況（令和３年３月まで）
　　　　　　　　　　　　計画用地買収面積　８，３７９．７７㎡
　　　　　　　　　　　　用地買収済面積　　 ７，０６２．０４㎡

　　　　　　　　　　　　用地未買収面積　　 １，３１７，７３㎡

　　　　　　　　　　　　用地買収進捗率　　 　　　　８４．３％

○　整備スケジュールについて　（明確なスケジュールを明記）

　
　費用便益分析マニュアル（平成３０年２月 国土交通省道路局都市・地域整備局）により算出している。

　１年遅れた場合の便益の差　２１．０億円

　詳細は別紙のとおり

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

測量・設計

用地買収

橋梁工事

道路工事

事業認可
認可

H24.3まで

変更
H30.3まで

変更
R5.3まで

変更
事業区間

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

測量・設計

用地買収

道路工事

事業認可 認可
R4.3まで

変更予定
R5.3まで

南
鍛
冶
町
工
区

舟
丁
工
区

前々回（H23） 前回（H28） 今回（R3）
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（様式－５－３）

　用地交渉が難航し，用地の取得に時間
を要した。

　事業への不満や，土地価格・補償内容
及び金額について地権者との意向に開き
があった。

　工事用地が確保できず，工事の着工

が遅れることから，事業効果の発揮も

遅れることとなる。

　地権者からの理解が得られるよう，精力
的に用地交渉を重ねた。

　地権者等の意向を早期に把握し，対応
することが必要であり，土地代金や補償金
等についても地権者の理解を得られるよう
丁寧な説明を行う。

　震災復興事業の本格化により人材や資
機材が不足するなど，事業を予定通りに進
めることが困難な状況となり，前回の再評
価説明時から約３年遅延となった。

　H23.3   東日本大震災発災
　H23.11 仙台市震災復興計画策定
　H24～   震災復興事業本格化
　H28.3   仙台市震災復興計画期間終了

　資機材や人材の調達が困難な状況が続
いたため，予定通りに工事を進めることが
できなかった。

　工事がスムーズに進むように事前に支障
移転などの協議を行うことや，工事スケ
ジュールに合わせて用地取得を完了さ
せ，本事業を計画的に執行する。

　事業完了に向けて，工程調整など計画
的に事業を進める必要がある。

　本路線が無電柱化指定路線（電線共同
溝整備の追加）となったことや，事業区間
の延伸及び工事受注業者の破産などによ
る影響から，事業完了年度に遅延が生じ
ている。

　R2. 3　 無電柱化路線指定
　R2.11  道路工事及び電線共同溝工事
　　　　　 受注会社破産

　電線共同溝工事の追加，受注業者破産
に伴う精算処理及び工事の再発注が必要
となった。これらの施工及び手続に時間を
要することから，完了時期が２年遅延する
見込みである。

　電線共同溝に伴う関係機関との協議

を事前に行う等，調整に係る時間の短

縮を図った。再発注に要する期間にお

いても，道路及び関連工事で施工可能

な工事は先行して工事を進めた。

　今後は，事業完了に向けて，関連工事も
含めた各工事間の工程調整などを密に
し，計画的に工事を進め，遅延が生じない
ように工程管理を行う必要がある。

令和3年度

平成23年度

平成28年度

事業名　宮沢根白石線（南鍛冶町・舟丁工区）街路事業

事業進捗（スケジュール）や事業費への影響
の内容

影響を及ぼす要因の発生状況 影響(経緯)及びその度合 対　　応 知　見　等 そ　の　他

事業に及ぼした影響とその対応（街路事業）
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道路整備の費用便益分析について 

 

１．費用便益分析の概要 

（１）費用便益分析の基本的な考え方 

○ 費用便益分析は、ある年次を基準年とし、道路整備が行われる場合と、行われない場合のそれぞれについて、

一定期間の便益額、費用額を算定し、道路整備に伴う費用の増分と、便益の増分を比較することにより分析、評

価を行うものである。 

○ 道路の整備に伴う効果としては、渋滞の緩和や交通事故の減少の他、走行快適性の向上、沿道環境の改善、災

害時の代替路確保、交流機会の拡大、新規立地に伴う生産増加や雇用・所得の増大等、多岐多様に渡る効果が存

在する。 

○ それらの効果のうち、現時点における知見により、十分な精度で計測が可能でかつ金銭表現が可能である、

「走行時間短縮」、「走行経費減少」、「交通事故減少」の項目について、道路投資の評価手法として定着してい

る社会的余剰を計測することにより便益を算出する。 

 

（２）費用及び便益算出の前提 

費用便益分析にあたっては、算出した各年次の便益、費用の値を、割引率を用いて現在価値に換算して分析する。

費用便益分析にあたり、 

１．現在価値算出のための社会的割引率：４％  ２．基準年次：評価時点  ３．検討年数：５０年 

の数値を用いて計算を行うものとする。検討年数は、道路施設の耐用年数等を考慮し、５０年としている。  

 

２．便益の算定 

（１）「走行時間短縮便益」の計測 

走行時間短縮便益は、道路の整備・改良が行われない場合の総走行時間費用から、道路の整備・改良が行われる場

合の総走行時間費用を減じた差として算定する。総走行時間費用は、各トリップのリンク別車種別の走行時間に時間

価値原単位を乗じた値をトリップ全体で集計したものである。 

（２）「走行経費減少便益」の計測 

    走行経費減少便益は、道路の整備・改良が行われない場合の走行経費から、道路の整備・改良が行われる場合の走

行経費を減じた差として算定する。 

    なお，走行経費減少便益は、走行条件が改善されることによる費用の低下のうち、走行時間に含まれない項目を対

象としている。具体的には、燃料費、油脂（オイル）費、タイヤ・チューブ費、車両整備（維持・修繕）費、車両償

却費等の項目について走行距離単位当たりで計測した原単位（円/台・km）を用いて算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）「交通事故減少便益」の計測 

    交通事故減少便益は、道路の整備・改良が行われない場合の交通事故による社会的損失から、道路の整備・改良が

行われる場合の交通事故による社会的損失を減じた差として算定する。 

道路の整備・改良が行われない場合の総事故損失および道路の整備・改良が行われる場合の総事故損失は、事故率

を基準とした算定式を用いてリンク別の交通事故の社会的損失を算定し、これを全対象リンクで集計する。交通事故

の社会的損失は、運転者、同乗者、歩行者に関する人的損害額、交通事故により損壊を受ける車両や構築物に関する

物的損害額及び、事故渋滞による損失額から算定している。 

（４）便益の算定 

（１）から（３）までの各便益の算定結果をもとに、当該道路整備・改良全体の便益を算定する。 

① 検討期間全体の便益の設定 

整備路線の供用開始年を起算点として、１.で設定した検討期間（５０年間）にわたり、各年次毎の便益の値を

算定する。 

② 便益の現在価値の算定 

①で設定した検討期間中の各便益を、１.で設定した割引率を用いて基準年次における現在価値に割り引いて算

定する。    

③  便益額の合計 

②で算出された各便益の現在価値額を合計した額が便益合計額となる。 

 

３．費用の算定 

（１）費用算定の考え方 

費用便益分析において、費用としては、道路整備に要する事業費（用地費を含む）及び、維持管理に要する費用が

あげられる。消費税相当額は費用から控除して算定する。 

厳密には、便益算定時に対象となる全路線において、当該道路整備が行われる場合と、行われない場合のそれぞれ

について、道路整備に要する事業費及び維持管理に要する費用の合計を算出し、その差を費用として計上するべきで

あるが、算出が困難な場合、当該道路整備に要する事業費及び、当該道路の供用後に必要となる維持管理に要する費

用のみの計上でよい。 

（２）道路整備に要する事業費 

道路整備に要する事業費は、工事費、用地費、補償費、間接経費等を対象とし、その設定については、次のように

考える。 

①  評価の時点で、事業費、事業期間及び、事業費の配分がほぼ確定しているものについては、それらを用い設定

する。 

②  評価の時点で、概算事業費しかない場合は、これまでの類似事業を参考に事業期間で事業費の配分を設定する。 
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（３）道路維持管理に要する費用 

道路維持管理に要する費用は、橋梁、トンネル等の道路構造物の点検・補修にかかる費用、巡回・清掃等にかかる

費用、除雪等にかかる費用等（間接経費を含む）を対象とする。その設定については、既存の路線での実績を参考に、

車線数、交通量、構造物比率や雪氷対策の必要性等を考慮して、設定する。 

 

（４）総費用の現在価値の算定 

   事業費、維持管理費について、当該道路の整備・改良が行われる場合の費用から、当該道路の整備・改良が行われな

い場合の費用を減じた差を、１.で設定した検討期間(５０年間)にわたり、各年次毎に算定し、基準年次における現在

価値を算定する。事業費は事業期間での設定となり、維持管理費は、当該道路の供用開始年次より検討期間（５０年間)

の各年次における設定となる。また、事業費のうち用地費など、検討期間後の残存価値については、現在価値化したの

ち控除してもよい。 

 

４．費用便益分析の実施 

（１）分析結果のとりまとめ 

   費用便益分析は、次のＣＢＲ（Ｂ/Ｃ）によりとり行う。 

    ○社会費用便益比（ＣＢＲ（Ｂ/Ｃ）） 

       ＣＢＲ（Ｂ/Ｃ）＝（プロジェクト便益の現在価値）÷（プロジェクト費用の現在価値） 

      プロジェクト便益＝走行時間短縮便益＋走行経費減少便益＋交通事故減少便益 

      プロジェクト費用＝事業費＋維持管理費 

 

 

（２）再評価における費用便益分析 

    再評価に際して行う費用便益分析は、原則として、「事業全体の投資効率性」と「残事業の投資効率性」の両者に

よる評価を実施する。 

「残事業の投資効率性」の評価にあたっては、再評価地点までに発生した既投資分のコストや既発現便益を考慮せず、

事業を継続した場合に追加的に必要となる事業費と追加的に発生する便益のみを対象として算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

概略検討フロー 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在価値の算出 

4. 費用便益分析の実施 (4) 

便益の現在価値（2-(4)） 費用の現在価値(3-(4)) 

１． 費用及び便益算出の前提 (1-(2)) 

 社会的割引率：4％  基準年次：評価時点  検討年数：５０年 

社

会

的

割

引 

率 

２． 便益の算定 

 

 

 

 

 
 
 

総 便 益 

３． 費用の算定 

 ・ 道 路 整 備 に 要 す る 事 業 費

(3-(2)) 

 ・道路維持管理に要する費用 

            (3-(3)) 

 
 
 
 

総 費 用 

便益の算定 

・走行時間短縮便益(2-(1))

・走行経費減少便益(2-(2))

・交通事故減少便益(2-(3))

交通流の推計  

〇交通量 

〇走行速度 

〇路線条件 
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年次 項目
事業化後

年数
供用後
年数

割引係数
用地

工事費
維持

管理費
各年度
費用

現在価値化
費用

時間
便益

走行
便益

事故減
便益

各年度
便益

現在価値化
費用

年次 項目
事業化後

年数
供用後
年数

割引係数
用地
工事費

維持
管理費

各年度
費用

現在価値化
費用

時間
便益

走行
便益

事故減
便益

各年度
便益

現在価値化
費用

平成１４年度 事業化 １年目 0.475 182.7 182.7 384.9 平成１４年度 事業化 １年目 0.475 182.7 182.7 384.9
平成１５年度 ２年目 0.494 145.6 145.6 295.0 平成１５年度 ２年目 0.494 145.6 145.6 295.0

３年目 0.513 928.9 928.9 1,809.4 ３年目 0.513 928.9 928.9 1,809.4
４年目 0.534 1,206.1 1,206.1 2,259.0 ４年目 0.534 1,206.1 1,206.1 2,259.0
５年目 0.555 891.4 891.4 1,605.4 ５年目 0.555 891.4 891.4 1,605.4
６年目 0.577 1,135.0 1,135.0 1,965.5 ６年目 0.577 1,135.0 1,135.0 1,965.5

平成２０年度 ７年目 0.601 1,331.8 1,331.8 2,217.5 平成２０年度 ７年目 0.601 1,331.8 1,331.8 2,217.5
８年目 0.625 1,117.2 1,117.2 1,788.7 ８年目 0.625 1,117.2 1,117.2 1,788.7
９年目 0.650 1,276.4 1,276.4 1,965.0 ９年目 0.650 1,276.4 1,276.4 1,965.0

平成２３年度 １０年目 0.676 339.7 339.7 502.8 平成２３年度 １０年目 0.676 339.7 339.7 502.8
１１年目 0.703 786.3 786.3 1,119.2 １１年目 0.703 786.3 786.3 1,119.2

平成２５年度 １２年目 0.731 36.5 36.5 50.0 平成２５年度 １２年目 0.731 36.5 36.5 50.0
１３年目 0.760 254.2 254.2 334.5 １３年目 0.760 254.2 254.2 334.5
１４年目 0.790 354.7 354.7 448.8 １４年目 0.790 354.7 354.7 448.8

平成２８年度 １５年目 0.822 684.9 684.9 833.3 平成２８年度 １５年目 0.822 684.9 684.9 833.3
平成２９年度 １６年目 0.855 593.7 593.7 694.5 平成２９年度 １６年目 0.855 593.7 593.7 694.5
平成３０年度 １７年目 0.889 1,432.1 1,432.1 1,610.9 平成３０年度 １７年目 0.889 1,432.1 1,432.1 1,610.9
平成３１年度 １８年目 0.925 2,309.5 2,309.5 2,498.0 平成３１年度 １８年目 0.925 2,309.5 2,309.5 2,498.0
令和　２年度 １９年目 0.962 1,616.3 1,616.3 1,681.0 令和　２年度 １９年目 0.962 1,616.3 1,616.3 1,681.0
令和　３年度 基準年次 ２０年目 1.000 661.0 661.0 661.0 令和　３年度 基準年次 ２０年目 1.000 661.0 661.0 661.0
令和　４年度 供用開始 ２１年目 １年目 1.040 63.0 63.0 60.6 令和　４年度 ２１年目 1.040 33.0 33.0 31.7
令和　５年度 ２２年目 ２年目 1.082 4.3 4.3 4.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 2,341.9 令和　５年度 共用開始 ２２年目 １年目 1.082 30.0 30.0 27.7

２３年目 ３年目 1.125 4.3 4.3 3.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 2,251.8 ２３年目 ２年目 1.125 4.3 4.3 3.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 2,251.8
２４年目 ４年目 1.170 4.3 4.3 3.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 2,165.2 ２４年目 ３年目 1.170 4.3 4.3 3.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 2,165.2
２５年目 ５年目 1.217 4.3 4.3 3.5 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 2,081.9 ２５年目 ４年目 1.217 4.3 4.3 3.5 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 2,081.9
２６年目 ６年目 1.265 4.3 4.3 3.4 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 2,001.9 ２６年目 ５年目 1.265 4.3 4.3 3.4 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 2,001.9

令和１０年度 ２７年目 ７年目 1.316 4.3 4.3 3.3 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,924.9 令和１０年度 ２７年目 ６年目 1.316 4.3 4.3 3.3 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,924.9
２８年目 ８年目 1.369 4.3 4.3 3.1 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,850.8 ２８年目 ７年目 1.369 4.3 4.3 3.1 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,850.8
２９年目 ９年目 1.423 4.3 4.3 3.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,779.7 ２９年目 ８年目 1.423 4.3 4.3 3.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,779.7
３０年目 １０年目 1.480 4.3 4.3 2.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,711.2 ３０年目 ９年目 1.480 4.3 4.3 2.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,711.2
３１年目 １１年目 1.539 4.3 4.3 2.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,645.4 ３１年目 １０年目 1.539 4.3 4.3 2.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,645.4

令和１５年度 ３２年目 １２年目 1.601 4.3 4.3 2.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,582.1 令和１５年度 ３２年目 １１年目 1.601 4.3 4.3 2.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,582.1
３３年目 １３年目 1.665 4.3 4.3 2.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,521.3 ３３年目 １２年目 1.665 4.3 4.3 2.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,521.3
３４年目 １４年目 1.732 4.3 4.3 2.5 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,462.7 ３４年目 １３年目 1.732 4.3 4.3 2.5 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,462.7
３５年目 １５年目 1.801 4.3 4.3 2.4 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,406.5 ３５年目 １４年目 1.801 4.3 4.3 2.4 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,406.5
３６年目 １６年目 1.873 4.3 4.3 2.3 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,352.4 ３６年目 １５年目 1.873 4.3 4.3 2.3 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,352.4

令和２０年度 ３７年目 １７年目 1.948 4.3 4.3 2.2 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,300.4 令和２０年度 ３７年目 １６年目 1.948 4.3 4.3 2.2 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,300.4
３８年目 １８年目 2.026 4.3 4.3 2.1 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,250.4 ３８年目 １７年目 2.026 4.3 4.3 2.1 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,250.4
３９年目 １９年目 2.107 4.3 4.3 2.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,202.3 ３９年目 １８年目 2.107 4.3 4.3 2.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,202.3
４０年目 ２０年目 2.191 4.3 4.3 2.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,156.0 ４０年目 １９年目 2.191 4.3 4.3 2.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,156.0
４１年目 ２１年目 2.279 4.3 4.3 1.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,111.6 ４１年目 ２０年目 2.279 4.3 4.3 1.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,111.6

令和２５年度 ４２年目 ２２年目 2.370 4.3 4.3 1.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,068.8 令和２５年度 ４２年目 ２１年目 2.370 4.3 4.3 1.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,068.8
４３年目 ２３年目 2.465 4.3 4.3 1.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,027.7 ４３年目 ２２年目 2.465 4.3 4.3 1.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 1,027.7
４４年目 ２４年目 2.563 4.3 4.3 1.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 988.2 ４４年目 ２３年目 2.563 4.3 4.3 1.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 988.2
４５年目 ２５年目 2.666 4.3 4.3 1.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 950.2 ４５年目 ２４年目 2.666 4.3 4.3 1.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 950.2
４６年目 ２６年目 2.772 4.3 4.3 1.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 913.6 ４６年目 ２５年目 2.772 4.3 4.3 1.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 913.6

令和３０年度 ４７年目 ２７年目 2.883 4.3 4.3 1.5 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 878.5 令和３０年度 ４７年目 ２６年目 2.883 4.3 4.3 1.5 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 878.5
４８年目 ２８年目 2.999 4.3 4.3 1.4 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 844.7 ４８年目 ２７年目 2.999 4.3 4.3 1.4 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 844.7
４９年目 ２９年目 3.119 4.3 4.3 1.4 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 812.2 ４９年目 ２８年目 3.119 4.3 4.3 1.4 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 812.2
５０年目 ３０年目 3.243 4.3 4.3 1.3 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 781.0 ５０年目 ２９年目 3.243 4.3 4.3 1.3 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 781.0
５１年目 ３１年目 3.373 4.3 4.3 1.3 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 750.9 ５１年目 ３０年目 3.373 4.3 4.3 1.3 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 750.9

令和３５年度 ５２年目 ３２年目 3.508 4.3 4.3 1.2 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 722.1 令和３５年度 ５２年目 ３１年目 3.508 4.3 4.3 1.2 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 722.1
５３年目 ３３年目 3.648 4.3 4.3 1.2 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 694.3 ５３年目 ３２年目 3.648 4.3 4.3 1.2 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 694.3
５４年目 ３４年目 3.794 4.3 4.3 1.1 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 667.6 ５４年目 ３３年目 3.794 4.3 4.3 1.1 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 667.6
５５年目 ３５年目 3.946 4.3 4.3 1.1 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 641.9 ５５年目 ３４年目 3.946 4.3 4.3 1.1 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 641.9
５６年目 ３６年目 4.104 4.3 4.3 1.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 617.2 ５６年目 ３５年目 4.104 4.3 4.3 1.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 617.2

令和４０年度 ５７年目 ３７年目 4.268 4.3 4.3 1.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 593.5 令和４０年度 ５７年目 ３６年目 4.268 4.3 4.3 1.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 593.5
５８年目 ３８年目 4.439 4.3 4.3 1.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 570.6 ５８年目 ３７年目 4.439 4.3 4.3 1.0 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 570.6
５９年目 ３９年目 4.616 4.3 4.3 0.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 548.7 ５９年目 ３８年目 4.616 4.3 4.3 0.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 548.7
６０年目 ４０年目 4.801 4.3 4.3 0.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 527.6 ６０年目 ３９年目 4.801 4.3 4.3 0.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 527.6
６１年目 ４１年目 4.993 4.3 4.3 0.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 507.3 ６１年目 ４０年目 4.993 4.3 4.3 0.9 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 507.3

令和４５年度 ６２年目 ４２年目 5.193 4.3 4.3 0.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 487.8 令和４５年度 ６２年目 ４１年目 5.193 4.3 4.3 0.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 487.8
６３年目 ４３年目 5.400 4.3 4.3 0.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 469.0 ６３年目 ４２年目 5.400 4.3 4.3 0.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 469.0
６４年目 ４４年目 5.617 4.3 4.3 0.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 451.0 ６４年目 ４３年目 5.617 4.3 4.3 0.8 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 451.0
６５年目 ４５年目 5.841 4.3 4.3 0.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 433.6 ６５年目 ４４年目 5.841 4.3 4.3 0.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 433.6
６６年目 ４６年目 6.075 4.3 4.3 0.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 417.0 ６６年目 ４５年目 6.075 4.3 4.3 0.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 417.0

令和５０年度 ６７年目 ４７年目 6.318 4.3 4.3 0.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 400.9 令和５０年度 ６７年目 ４６年目 6.318 4.3 4.3 0.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 400.9
６８年目 ４８年目 6.571 4.3 4.3 0.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 385.5 ６８年目 ４７年目 6.571 4.3 4.3 0.7 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 385.5
６９年目 ４９年目 6.833 4.3 4.3 0.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 370.7 ６９年目 ４８年目 6.833 4.3 4.3 0.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 370.7

令和５３年度 ７０年目 ５０年目 7.107 4.3 4.3 0.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 356.4 令和５３年度 ７０年目 ４９年目 7.107 4.3 4.3 0.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 356.4
７１年目 ５０年目 7.391 4.3 4.3 0.6 2,292.2 170.1 70.7 2,533.0 342.7

17,347.0 210.7 17,557.7 24,873.2 112,317.8 8,334.9 3,464.3 124,117.0 51,978.9 17,347.0 210.7 17,557.7 24,868.6 112,317.8 8,334.9 3,464.3 124,117.0 49,979.7
（C） （B） （C） （B）

B/C= 2.09 B/C= 2.01

１年遅れた場合の便益の差＝ 百万円

　宮沢根白石線（南鍛冶町・舟丁工区）街路事業

費用便益比一覧表　（１年遅れた場合の便益）
単位：百万円

費用便益比一覧表
単位：百万円

－９－

費用 便益

百万円　　－ 1,999.251,978.9

費用 便益

49,979.7 百万円　　＝



（様式－５）

事業名　南小泉茂庭線（宮沢橋工区）街路事業

事業進捗（スケジュール）や事業費への影響
の内容

影響を及ぼす要因の発生状況 影響(経緯)及びその度合 対　　応 知　見　等 そ　の　他

事業に及ぼした影響とその対応（街路事業）

宮沢橋工区は、概ね順調に事業が進捗
している。

－ 5 －



（令和３年度第１回　検討・監視委員会）

南小泉茂庭線（宮沢橋工区）街路事業

資料２－３



（様式－１：再評価）

費用対効果に係る要 対応方針

因の変化の有無 （案）

費用対効果（B/C）
事業着手　 平成 R3迄

　　　年度 29年度 事業費（Ｄ） 22.8億円 事業継続

用地買収 令和 R3迄

　着手年度 元年度 用地費（Ｅ） 10.億円
工事着手 令和 R3迄

　　　年度 元年度 工事費（Ｆ） 12.8億円
完了予定 令和
　　　年度 10年度
全体事業費 全体進捗率

（Ａ） 82.7億円 （Ｄ／Ａ） 27.6%
全体用地費 用買進捗率

（Ｂ） 12.4億円 （Ｅ／Ｂ） 80.6%
全体工事費 工事進捗率

（Ｃ） 70.3億円 （Ｆ／Ｃ） 18.2%
全体計画 供用延長・ 0.0m

延長 Ｌ＝ 300 ｍ 整備率等 0.0%
幅員Ｗ＝ 26～36 ｍ

令和３年度　再評価対象事業リスト（街路事業） 事業名　南小泉茂庭線（宮沢橋工区）街路事業

事業の目的・内容 事　業　の　進　捗　状　況 事業を巡る社会・地元情勢の変化 事業の状況及び今後の見通し 備　考

●事業全体
　Ｂ／Ｃ＝1.54
　Ｂ＝122.3億円
　Ｃ＝79.2億円

●一年遅れた場合
　Ｂ／Ｃ＝1.50
　Ｂ＝117.6億円
　Ｃ＝78.5億円

●現時点まで
　Ｂ／Ｃ＝0
　Ｂ＝0億円
　Ｃ＝25.6億円

●来年度から完了まで
　Ｂ／Ｃ＝2.03
　Ｂ＝122.3億円
　Ｃ＝53.6億円

費用対効
果の算定
を国土交
通省策定
のマニュア
ルに基づ
き算出

　（都）南小泉茂庭線は、仙台市若林
区遠見塚を起点とし、広瀬川を横断
し長町、富沢などの仙台市西部の拠
点を経由し、太白区坪沼に至る延長
約１５．４４ｋｍの都市計画道路であ
り、本市の骨格幹線道路網を形成す
る主要幹線道路として位置づけられ
ている路線である。
　隣接工区である南鍛冶町・舟丁工
区と合わせ宮沢橋工区の整備によ
り、仙台市西部と国道４５号までが接
続され、公共交通の利用促進及び都
心部の交通の円滑化が図られる見込
みである。
　また、これらの工区は、公共交通を
中心とした交通体系や災害時も含め
た、人流・物流などの都市活動を支
える道路ネットワークの一環として、
整備を進められている。

本工区の隣接する宮沢根白石線（南鍛冶町・
舟丁工区）は令和４年度の供用開始を目指し
ており、両工区の事業効果発現のためにも、宮
沢橋工区を早期に供用開始する必要がある。
現宮沢橋では慢性的な渋滞が発生しており、
地元からは早期の整備を求められている。

現在、用地買収と橋梁工事を並行して進めてい
る。令和４年度中に橋梁下部工は完成する見込
みである。その後、橋梁上部工工事や橋梁前後
の取付道路工事を行い、令和６年度末の供用開
始を目指し、事業を進めている。

－ 1 －



（様式－２）

事業名　南小泉茂庭線（宮沢橋工区）街路事業

　　　　　　　　　位　　　置　　　図　　　　　　　　　　　　　　　　工　事　の　状　況

　　　　　　　　　計　画　概　要　図

（各図の配置は任意）

街路事業概要図

事業区間L=300ｍ、W=26～36ｍ

河原町駅２番出入口

●

●

河原町駅１番出入口

宮沢橋

交差点

※現宮沢橋の上流に新しい橋を架け替えます

①橋脚工事の状況

(R3.3.13 撮影)

場所打ち杭（橋脚を支える基

礎）を施工中。

②橋台工事の状況

(R3.6.8 撮影、太白区側橋台)

コンクリートの躯体を打設中。

付替え市道

②

－ 2 －



（様式－３）

事業の遅延理由（問題点）等 問題解決までの経過 当面の課題（問題点）等 問題への対応及び今後の見通し

事業名　南小泉茂庭線（宮沢橋工区）街路事業令和３年度　再評価対象事業の問題点等（街路事業）

＜共有地の取得＞
任意買収が難しい相続人対しては、土地
収用法により取得を行う予定である。

【取得までに要すると予測される期間】
■事業認定…１年半
・都市計画道路本線と同時に取得する付
け替え市道について、関連事業として別
途事業認定が必要。
■土地収用法による用地の取得…１年
・申し立て時点で、任意買収が困難であ
る相続人を対象に、裁決申請を行う。

⇒明渡裁決後、施工着手

これまでの主な事業経過
処　理　済 今　　　後

○これまでの経緯
＜都市計画決定＞
S29.12.10　都市計画決定（当初）

＜事業認可＞
H29.2.13　 事業認可
　宮城県告示第１６６号
　Ｌ＝３００．０ｍ
　Ｗ＝２６．０～３６．０ｍ
　事業期間：Ｈ２８年度～Ｈ３６年度

＜事業説明会＞
第１回　H29.10月　事業着手
第２回　H30.７月　 設計概要・用地協力

＜工事説明会＞
第１回　R1.10月　工事着手時

＜共有地の取得＞
宮沢橋工区の事業予定地において、未
相続により相続人が120名となった共有
地がある。
当該用地は、都市計画道路本線以外に
も関連事業として付替えを行う市道部分
としても取得が必要である。
任意買収を基本として用地の取得を目指
すが、連絡先不明等の理由により任意買
収が難しいと予測される相続人がいる。

そ　の　他

－ 3 －



事業名　南小泉茂庭線（宮沢橋工区）街路事業　　

○　事業の実績，整備状況について ○　費用対効果算定根拠及び１年遅れた場合の便益の差について

平成２９年度　 詳細設計の実施

令和元年度　 用地買収開始
　　　　　　　　　橋梁工事（下部工）の工事着手
令和３年度　   六郷堀暗渠化工事の着手

令和４年度以降　上部工及び道路改築工事（予定）
令和６年度末　　 供用開始（予定）

　　＜用地取得状況＞　　　　　　　　　　　　　　　　R3.7末現在

○　整備スケジュールについて　（明確なスケジュールを明記）

　１年遅れた場合の便益の差　4.7億円

　詳細は別紙のとおり

（様式－４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　街路事業整備状況

取得予定（㎡） 取得済み（㎡） 取得率

4207.29 2810.08 67%

面積

－ 4 －



道路整備の費用便益分析について 

 

１．費用便益分析の概要 

（１）費用便益分析の基本的な考え方 

○ 費用便益分析は、ある年次を基準年とし、道路整備が行われる場合と、行われない場合のそれぞれについて、

一定期間の便益額、費用額を算定し、道路整備に伴う費用の増分と、便益の増分を比較することにより分析、評

価を行うものである。 

○ 道路の整備に伴う効果としては、渋滞の緩和や交通事故の減少の他、走行快適性の向上、沿道環境の改善、災

害時の代替路確保、交流機会の拡大、新規立地に伴う生産増加や雇用・所得の増大等、多岐多様に渡る効果が存

在する。 

○ それらの効果のうち、現時点における知見により、十分な精度で計測が可能でかつ金銭表現が可能である、

「走行時間短縮」、「走行経費減少」、「交通事故減少」の項目について、道路投資の評価手法として定着してい

る社会的余剰を計測することにより便益を算出する。 

 

（２）費用及び便益算出の前提 

費用便益分析にあたっては、算出した各年次の便益、費用の値を、割引率を用いて現在価値に換算して分析する。

費用便益分析にあたり、 

１．現在価値算出のための社会的割引率：４％  ２．基準年次：評価時点  ３．検討年数：５０年 

の数値を用いて計算を行うものとする。検討年数は、道路施設の耐用年数等を考慮し、５０年としている。  

 

２．便益の算定 

（１）「走行時間短縮便益」の計測 

走行時間短縮便益は、道路の整備・改良が行われない場合の総走行時間費用から、道路の整備・改良が行われる場

合の総走行時間費用を減じた差として算定する。総走行時間費用は、各トリップのリンク別車種別の走行時間に時間

価値原単位を乗じた値をトリップ全体で集計したものである。 

（２）「走行経費減少便益」の計測 

    走行経費減少便益は、道路の整備・改良が行われない場合の走行経費から、道路の整備・改良が行われる場合の走

行経費を減じた差として算定する。 

    なお，走行経費減少便益は、走行条件が改善されることによる費用の低下のうち、走行時間に含まれない項目を対

象としている。具体的には、燃料費、油脂（オイル）費、タイヤ・チューブ費、車両整備（維持・修繕）費、車両償

却費等の項目について走行距離単位当たりで計測した原単位（円/台・km）を用いて算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）「交通事故減少便益」の計測 

    交通事故減少便益は、道路の整備・改良が行われない場合の交通事故による社会的損失から、道路の整備・改良が

行われる場合の交通事故による社会的損失を減じた差として算定する。 

道路の整備・改良が行われない場合の総事故損失および道路の整備・改良が行われる場合の総事故損失は、事故率

を基準とした算定式を用いてリンク別の交通事故の社会的損失を算定し、これを全対象リンクで集計する。交通事故

の社会的損失は、運転者、同乗者、歩行者に関する人的損害額、交通事故により損壊を受ける車両や構築物に関する

物的損害額及び、事故渋滞による損失額から算定している。 

（４）便益の算定 

（１）から（３）までの各便益の算定結果をもとに、当該道路整備・改良全体の便益を算定する。 

① 検討期間全体の便益の設定 

整備路線の供用開始年を起算点として、１.で設定した検討期間（５０年間）にわたり、各年次毎の便益の値を

算定する。 

② 便益の現在価値の算定 

①で設定した検討期間中の各便益を、１.で設定した割引率を用いて基準年次における現在価値に割り引いて算

定する。    

③  便益額の合計 

②で算出された各便益の現在価値額を合計した額が便益合計額となる。 

 

３．費用の算定 

（１）費用算定の考え方 

費用便益分析において、費用としては、道路整備に要する事業費（用地費を含む）及び、維持管理に要する費用が

あげられる。消費税相当額は費用から控除して算定する。 

厳密には、便益算定時に対象となる全路線において、当該道路整備が行われる場合と、行われない場合のそれぞれ

について、道路整備に要する事業費及び維持管理に要する費用の合計を算出し、その差を費用として計上するべきで

あるが、算出が困難な場合、当該道路整備に要する事業費及び、当該道路の供用後に必要となる維持管理に要する費

用のみの計上でよい。 

（２）道路整備に要する事業費 

道路整備に要する事業費は、工事費、用地費、補償費、間接経費等を対象とし、その設定については、次のように

考える。 

①  評価の時点で、事業費、事業期間及び、事業費の配分がほぼ確定しているものについては、それらを用い設定

する。 

②  評価の時点で、概算事業費しかない場合は、これまでの類似事業を参考に事業期間で事業費の配分を設定する。 
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（３）道路維持管理に要する費用 

道路維持管理に要する費用は、橋梁、トンネル等の道路構造物の点検・補修にかかる費用、巡回・清掃等にかかる

費用、除雪等にかかる費用等（間接経費を含む）を対象とする。その設定については、既存の路線での実績を参考に、

車線数、交通量、構造物比率や雪氷対策の必要性等を考慮して、設定する。 

 

（４）総費用の現在価値の算定 

   事業費、維持管理費について、当該道路の整備・改良が行われる場合の費用から、当該道路の整備・改良が行われな

い場合の費用を減じた差を、１.で設定した検討期間(５０年間)にわたり、各年次毎に算定し、基準年次における現在

価値を算定する。事業費は事業期間での設定となり、維持管理費は、当該道路の供用開始年次より検討期間（５０年間)

の各年次における設定となる。また、事業費のうち用地費など、検討期間後の残存価値については、現在価値化したの

ち控除してもよい。 

 

４．費用便益分析の実施 

（１）分析結果のとりまとめ 

   費用便益分析は、次のＣＢＲ（Ｂ/Ｃ）によりとり行う。 

    ○社会費用便益比（ＣＢＲ（Ｂ/Ｃ）） 

       ＣＢＲ（Ｂ/Ｃ）＝（プロジェクト便益の現在価値）÷（プロジェクト費用の現在価値） 

      プロジェクト便益＝走行時間短縮便益＋走行経費減少便益＋交通事故減少便益 

      プロジェクト費用＝事業費＋維持管理費 

 

 

（２）再評価における費用便益分析 

    再評価に際して行う費用便益分析は、原則として、「事業全体の投資効率性」と「残事業の投資効率性」の両者に

よる評価を実施する。 

「残事業の投資効率性」の評価にあたっては、再評価地点までに発生した既投資分のコストや既発現便益を考慮せず、

事業を継続した場合に追加的に必要となる事業費と追加的に発生する便益のみを対象として算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

概略検討フロー 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在価値の算出 

4. 費用便益分析の実施 (4) 

便益の現在価値（2-(4)） 費用の現在価値(3-(4)) 

１． 費用及び便益算出の前提 (1-(2)) 

 社会的割引率：4％  基準年次：評価時点  検討年数：５０年 

社

会

的

割

引 

率 

２． 便益の算定 

 

 

 

 

 
 
 

総 便 益 

３． 費用の算定 

 ・ 道 路 整 備 に 要 す る 事 業 費

(3-(2)) 

 ・道路維持管理に要する費用 

            (3-(3)) 

 
 
 
 

総 費 用 

便益の算定 

・走行時間短縮便益(2-(1))

・走行経費減少便益(2-(2))

・交通事故減少便益(2-(3))

交通流の推計  

〇交通量 

〇走行速度 

〇路線条件 
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年次 項目 事業化後年数
供用後
年数

割引係数
用地

工事費
維持

管理費
各年度
費用

現在価値化
費用

時間
便益

走行
便益

事故減
便益

各年度
便益

現在価値化
便益

年次 項目 事業化後年数
供用後
年数

割引係数
用地
工事費

維持
管理費

各年度
費用

現在価値化
費用

時間
便益

走行
便益

事故減
便益

各年度
便益

現在価値化
便益

平成２９年度 事業化 1年目 0.855 140.0 140.0 163.81 0.0 0.00 平成２９年度 事業化 1年目 0.855 140.0 140.0 163.81 0.0 0.00

平成３０年度 2年目 0.889 0.6 0.6 0.64 0.0 0.00 平成３０年度 2年目 0.889 0.6 0.6 0.64 0.0 0.00

平成３１年度 3年目 0.925 485.0 485.0 524.57 0.0 0.00 平成３１年度 3年目 0.925 485.0 485.0 524.57 0.0 0.00

令和２年度 4年目 0.962 1301.9 1301.9 1353.96 0.0 0.00 令和２年度 4年目 0.962 1301.9 1301.9 1353.96 0.0 0.00

令和３年度 基準年次 5年目 1.000 514.4 514.4 514.40 0.0 0.00 令和３年度 基準年次 5年目 1.000 514.4 514.4 514.40 0.0 0.00

令和４年度 6年目 1.040 882.9 882.9 848.97 0.0 0.00 令和４年度 6年目 1.040 882.9 882.9 848.97 0.0 0.00

令和５年度 7年目 1.082 2173.0 2173.0 2009.06 0.0 0.00 令和５年度 7年目 1.082 1673.0 1673.0 1546.78 0.0 0.00

令和６年度 供用開始 8年目 1.125 2774.8 2774.8 2466.75 0.0 0.00 令和６年度 8年目 1.125 1771.8 1771.8 1575.08 0.0 0.00

令和７年度 9年目 1年目 1.170 270.0 1.80 271.8 232.34 552.8 65.4 22.2 640.4 547.40 令和７年度 供用開始 9年目 1.170 1503.0 1503.0 1284.77 0.0 0.00

令和８年度 10年目 2年目 1.217 180.0 1.80 181.8 149.43 552.8 65.4 22.2 640.4 526.35 令和８年度 10年目 1年目 1.217 270.0 1.80 271.8 223.40 552.8 65.4 22.2 640.4 526.35

令和９年度 11年目 3年目 1.265 180.0 1.80 181.8 143.68 552.8 65.4 22.2 640.4 506.11 令和９年度 11年目 2年目 1.265 180.0 1.80 181.8 143.68 552.8 65.4 22.2 640.4 506.11

令和１０年度 12年目 4年目 1.316 170.0 1.80 171.8 130.55 552.8 65.4 22.2 640.4 486.64 令和１０年度 12年目 3年目 1.316 180.0 1.80 181.8 138.15 552.8 65.4 22.2 640.4 486.64

令和１１年度 13年目 5年目 1.369 1.80 1.8 1.32 552.8 65.4 22.2 640.4 467.92 令和１１年度 13年目 4年目 1.369 170.0 1.80 171.8 125.53 552.8 65.4 22.2 640.4 467.92

令和１２年度 14年目 6年目 1.423 1.80 1.8 1.26 552.8 65.4 22.2 640.4 449.93 令和１２年度 14年目 5年目 1.423 1.80 1.8 1.26 552.8 65.4 22.2 640.4 449.93

令和１３年度 15年目 7年目 1.480 1.80 1.8 1.22 552.8 65.4 22.2 640.4 432.62 令和１３年度 15年目 6年目 1.480 1.80 1.8 1.22 552.8 65.4 22.2 640.4 432.62

令和１４年度 16年目 8年目 1.539 1.80 1.8 1.17 552.8 65.4 22.2 640.4 415.98 令和１４年度 16年目 7年目 1.539 1.80 1.8 1.17 552.8 65.4 22.2 640.4 415.98

令和１５年度 17年目 9年目 1.601 1.80 1.8 1.12 552.8 65.4 22.2 640.4 399.98 令和１５年度 17年目 8年目 1.601 1.80 1.8 1.12 552.8 65.4 22.2 640.4 399.98

令和１６年度 18年目 10年目 1.665 1.80 1.8 1.08 552.8 65.4 22.2 640.4 384.60 令和１６年度 18年目 9年目 1.665 1.80 1.8 1.08 552.8 65.4 22.2 640.4 384.60

令和１７年度 19年目 11年目 1.732 1.80 1.8 1.04 552.8 65.4 22.2 640.4 369.81 令和１７年度 19年目 10年目 1.732 1.80 1.8 1.04 552.8 65.4 22.2 640.4 369.81

令和１８年度 20年目 12年目 1.801 1.80 1.8 1.00 552.8 65.4 22.2 640.4 355.58 令和１８年度 20年目 11年目 1.801 1.80 1.8 1.00 552.8 65.4 22.2 640.4 355.58

令和１９年度 21年目 13年目 1.873 1.80 1.8 0.96 552.8 65.4 22.2 640.4 341.91 令和１９年度 21年目 12年目 1.873 1.80 1.8 0.96 552.8 65.4 22.2 640.4 341.91

令和２０年度 22年目 14年目 1.948 1.80 1.8 0.92 552.8 65.4 22.2 640.4 328.76 令和２０年度 22年目 13年目 1.948 1.80 1.8 0.92 552.8 65.4 22.2 640.4 328.76

令和２１年度 23年目 15年目 2.026 1.80 1.8 0.89 552.8 65.4 22.2 640.4 316.11 令和２１年度 23年目 14年目 2.026 1.80 1.8 0.89 552.8 65.4 22.2 640.4 316.11

令和２２年度 24年目 16年目 2.107 1.80 1.8 0.85 552.8 65.4 22.2 640.4 303.95 令和２２年度 24年目 15年目 2.107 1.80 1.8 0.85 552.8 65.4 22.2 640.4 303.95

令和２３年度 25年目 17年目 2.191 1.80 1.8 0.82 552.8 65.4 22.2 640.4 292.26 令和２３年度 25年目 16年目 2.191 1.80 1.8 0.82 552.8 65.4 22.2 640.4 292.26

令和２４年度 26年目 18年目 2.279 1.80 1.8 0.79 552.8 65.4 22.2 640.4 281.02 令和２４年度 26年目 17年目 2.279 1.80 1.8 0.79 552.8 65.4 22.2 640.4 281.02

令和２５年度 27年目 19年目 2.370 1.80 1.8 0.76 552.8 65.4 22.2 640.4 270.21 令和２５年度 27年目 18年目 2.370 1.80 1.8 0.76 552.8 65.4 22.2 640.4 270.21

令和２６年度 28年目 20年目 2.465 1.80 1.8 0.73 552.8 65.4 22.2 640.4 259.82 令和２６年度 28年目 19年目 2.465 1.80 1.8 0.73 552.8 65.4 22.2 640.4 259.82

令和２７年度 29年目 21年目 2.563 1.80 1.8 0.70 552.8 65.4 22.2 640.4 249.83 令和２７年度 29年目 20年目 2.563 1.80 1.8 0.70 552.8 65.4 22.2 640.4 249.83

令和２８年度 30年目 22年目 2.666 1.80 1.8 0.68 552.8 65.4 22.2 640.4 240.22 令和２８年度 30年目 21年目 2.666 1.80 1.8 0.68 552.8 65.4 22.2 640.4 240.22

令和２９年度 31年目 23年目 2.772 1.80 1.8 0.65 552.8 65.4 22.2 640.4 230.98 令和２９年度 31年目 22年目 2.772 1.80 1.8 0.65 552.8 65.4 22.2 640.4 230.98

令和３０年度 32年目 24年目 2.883 1.80 1.8 0.62 552.8 65.4 22.2 640.4 222.10 令和３０年度 32年目 23年目 2.883 1.80 1.8 0.62 552.8 65.4 22.2 640.4 222.10

令和３１年度 33年目 25年目 2.999 1.80 1.8 0.60 552.8 65.4 22.2 640.4 213.55 令和３１年度 33年目 24年目 2.999 1.80 1.8 0.60 552.8 65.4 22.2 640.4 213.55

令和３２年度 34年目 26年目 3.119 1.80 1.8 0.58 552.8 65.4 22.2 640.4 205.34 令和３２年度 34年目 25年目 3.119 1.80 1.8 0.58 552.8 65.4 22.2 640.4 205.34

令和３３年度 35年目 27年目 3.243 1.80 1.8 0.55 552.8 65.4 22.2 640.4 197.44 令和３３年度 35年目 26年目 3.243 1.80 1.8 0.55 552.8 65.4 22.2 640.4 197.44

令和３４年度 36年目 28年目 3.373 1.80 1.8 0.53 552.8 65.4 22.2 640.4 189.85 令和３４年度 36年目 27年目 3.373 1.80 1.8 0.53 552.8 65.4 22.2 640.4 189.85

令和３５年度 37年目 29年目 3.508 1.80 1.8 0.51 552.8 65.4 22.2 640.4 182.55 令和３５年度 37年目 28年目 3.508 1.80 1.8 0.51 552.8 65.4 22.2 640.4 182.55

令和３６年度 38年目 30年目 3.648 1.80 1.8 0.49 552.8 65.4 22.2 640.4 175.53 令和３６年度 38年目 29年目 3.648 1.80 1.8 0.49 552.8 65.4 22.2 640.4 175.53

令和３７年度 39年目 31年目 3.794 1.80 1.8 0.47 552.8 65.4 22.2 640.4 168.78 令和３７年度 39年目 30年目 3.794 1.80 1.8 0.47 552.8 65.4 22.2 640.4 168.78

令和３８年度 40年目 32年目 3.946 1.80 1.8 0.46 552.8 65.4 22.2 640.4 162.28 令和３８年度 40年目 31年目 3.946 1.80 1.8 0.46 552.8 65.4 22.2 640.4 162.28

令和３９年度 41年目 33年目 4.104 1.80 1.8 0.44 552.8 65.4 22.2 640.4 156.04 令和３９年度 41年目 32年目 4.104 1.80 1.8 0.44 552.8 65.4 22.2 640.4 156.04

令和４０年度 42年目 34年目 4.268 1.80 1.8 0.42 552.8 65.4 22.2 640.4 150.04 令和４０年度 42年目 33年目 4.268 1.80 1.8 0.42 552.8 65.4 22.2 640.4 150.04

令和４１年度 43年目 35年目 4.439 1.80 1.8 0.41 552.8 65.4 22.2 640.4 144.27 令和４１年度 43年目 34年目 4.439 1.80 1.8 0.41 552.8 65.4 22.2 640.4 144.27

令和４２年度 44年目 36年目 4.616 1.80 1.8 0.39 552.8 65.4 22.2 640.4 138.72 令和４２年度 44年目 35年目 4.616 1.80 1.8 0.39 552.8 65.4 22.2 640.4 138.72

令和４３年度 45年目 37年目 4.801 1.80 1.8 0.37 552.8 65.4 22.2 640.4 133.39 令和４３年度 45年目 36年目 4.801 1.80 1.8 0.37 552.8 65.4 22.2 640.4 133.39

令和４４年度 46年目 38年目 4.993 1.80 1.8 0.36 552.8 65.4 22.2 640.4 128.26 令和４４年度 46年目 37年目 4.993 1.80 1.8 0.36 552.8 65.4 22.2 640.4 128.26

令和４５年度 47年目 39年目 5.193 1.80 1.8 0.35 552.8 65.4 22.2 640.4 123.32 令和４５年度 47年目 38年目 5.193 1.80 1.8 0.35 552.8 65.4 22.2 640.4 123.32

令和４６年度 48年目 40年目 5.400 1.80 1.8 0.33 552.8 65.4 22.2 640.4 118.58 令和４６年度 48年目 39年目 5.400 1.80 1.8 0.33 552.8 65.4 22.2 640.4 118.58

令和４７年度 49年目 41年目 5.617 1.80 1.8 0.32 552.8 65.4 22.2 640.4 114.02 令和４７年度 49年目 40年目 5.617 1.80 1.8 0.32 552.8 65.4 22.2 640.4 114.02

令和４８年度 50年目 42年目 5.841 1.80 1.8 0.31 552.8 65.4 22.2 640.4 109.63 令和４８年度 50年目 41年目 5.841 1.80 1.8 0.31 552.8 65.4 22.2 640.4 109.63

令和４９年度 51年目 43年目 6.075 1.80 1.8 0.30 552.8 65.4 22.2 640.4 105.42 令和４９年度 51年目 42年目 6.075 1.80 1.8 0.30 552.8 65.4 22.2 640.4 105.42

令和５０年度 52年目 44年目 6.318 1.80 1.8 0.28 552.8 65.4 22.2 640.4 101.36 令和５０年度 52年目 43年目 6.318 1.80 1.8 0.28 552.8 65.4 22.2 640.4 101.36

令和５１年度 53年目 45年目 6.571 1.80 1.8 0.27 552.8 65.4 22.2 640.4 97.46 令和５１年度 53年目 44年目 6.571 1.80 1.8 0.27 552.8 65.4 22.2 640.4 97.46

令和５２年度 54年目 46年目 6.833 1.80 1.8 0.26 552.8 65.4 22.2 640.4 93.71 令和５２年度 54年目 45年目 6.833 1.80 1.8 0.26 552.8 65.4 22.2 640.4 93.71

令和５３年度 55年目 47年目 7.107 1.80 1.8 0.25 552.8 65.4 22.2 640.4 90.11 令和５３年度 55年目 46年目 7.107 1.80 1.8 0.25 552.8 65.4 22.2 640.4 90.11

令和５４年度 56年目 48年目 7.391 1.80 1.8 0.24 552.8 65.4 22.2 640.4 86.64 令和５４年度 56年目 47年目 7.391 1.80 1.8 0.24 552.8 65.4 22.2 640.4 86.64

令和５５年度 57年目 49年目 7.687 1.80 1.8 0.23 552.8 65.4 22.2 640.4 83.31 令和５５年度 57年目 48年目 7.687 1.80 1.8 0.23 552.8 65.4 22.2 640.4 83.31

令和５６年度 58年目 50年目 7.994 1.80 1.8 0.23 552.8 65.4 22.2 640.4 80.11 令和５６年度 58年目 49年目 7.994 1.80 1.8 0.23 552.8 65.4 22.2 640.4 80.11

令和５７年度 59年目 50年目 8.314 1.80 1.8 0.22 552.8 65.4 22.2 640.4 77.03

9,072.6 90.00 9,162.56 8,566.72 27,637.7 3,271.0 1,110.7 32,019.3 12,229.80 9,072.6 90.00 9,162.56 8,471.22 27,637.7 3,271.0 1,110.7 32,019.3 11,759.43

（Ｃ） （B） （Ｃ） （B）

B/C= 1.43 B/C= 1.39

１年遅れた場合の便益の差＝ 百万円

費用便益比一覧表（１年遅れた場合の便益）
単位：百万円

費　　用 便　　益

12,229.80 百万円　　－ 11,759.43 百万円　　＝ 470.37

費　　用 便　　益

南小泉茂庭線（宮沢橋工区）の費用便益について

費用便益比一覧表
単位：百万円
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